
 

第３章 現状と課題 

 

１ 現状 

（１）道路交通事故の現状 

   本市における人身事故の発生件数及び死傷者数は、昭和４４年に過去最高の

５４９件、７５１人を記録したが、その後、昭和４９年には１０６件、２１４人

と約３分の１まで減少するに至った。 

 近年、死傷者数は年々減少しており、平成２３年には３３５人だったものが令

和２年には１５６人となり、ここ１０年間で半数以下に減少している。 

また、人身事故件数と物損事故件数を合わせた交通事故総発生件数は、平成

１５年の２，２４３件をピークに減少し、平成１８年以降は２，０００件前後で

推移していたが、近年はコロナ禍での外出自粛の影響から１，７００件前後で推

移している。 

    なお、最近の交通事故の特徴として、次のようなものが挙げられる。 

○増加傾向だった物損事故件数が近年では減少傾向にあること。 

○死者数に占める高齢者（６５歳以上）の割合が高く、高齢ドライバーが関与す

る事故が多いこと。 

○国道２号、１８８号や県道など主要幹線道路での事故の割合が高いこと。 

   これらの要因としては、次のことなどが考えられる。 

  ○コロナ禍での外出自粛、イベントの自粛により交通量が減少していること。 

 ○高齢化の進行により、死亡事故の当事者となる比率の高い高齢者の数及び高齢

ドライバーの数が増加していること。 

 〇市内及び近隣に工業団地・工業地帯があり、通勤、物流など主要幹線道路の交

通量が非常に多いこと。 

 

（２）踏切事故の現状 

県内では、平成２７年度から令和元年度までの５年間に１９件の踏切事故（死者８

人、負傷者５人）が発生し、鉄道の運転事故の約４割を占めている状況にある。 

市内においては、平成２８年から令和２年までの５年間に踏切事故は発生していな

い。 

 

 

 

 



 

◎交通事故件数の推移（過去１０年間） 

 

 



 

２ 課題 

（１）道路交通安全対策 

   近年、道路交通事故による死傷者数が減少していることを考えると、これまで

の交通安全計画に基づき実施されてきた施策には一定の効果があったものと考

えられる。 

   このため、従来の交通安全対策に加え、経済社会情勢、交通情勢の変化等に対

応し、実際に発生した交通事故に関する情報の収集、分析を充実し、より効果的

な対策への改善を図るとともに、有効性が見込まれる新規施策を推進する。 

   その際には、最近及び今後の経済社会情勢や交通情勢等を踏まえ、特に、次の

ような視点を重視して対策を図っていく必要がある。 

ア 高齢者及び子どもの安全確保  

全国的に高齢化が進む中、高齢者が安全かつ安心して外出や移動することが

できる交通社会の形成が必要である。 

そのためには、高齢者の実態に即した交通安全対策を推進する必要がある。

現に、県下では道路横断中の高齢歩行者事故の割合が高くなっており、また、

高齢運転者の増加に伴い交通事故の増加も懸念される。これらの特徴を踏ま

え、高齢者が主として歩行及び自転車等を交通手段として利用する場合と、自

動車を運転する場合に分けて対策を推進する。 

また、加齢による身体機能の変化にかかわりなく、高齢者が交通社会に参加

することを可能にするため、年齢等にかかわらず多様な人々が利用しやすいよ

うな生活環境を設計するというユニバーサルデザインの考え方に基づき、バリ

アフリー化された道路交通環境の形成を図る。 

さらに、高齢者の交通安全を図っていくためには、交通安全活動を、高齢者

が日常的に利用する機会の多い医療機関や福祉施設等と連携して実施してい

くことや、高齢者の事故が居住地の近くで多く発生していることから、地域に

おける生活に密着した交通安全活動を充実させることが重要である。 

    子どもの安全確保については、登下校時の見守り活動や通学路等における危

険箇所の把握、危険予知能力の育成を引き続き積極的に推進する必要がある。 

イ 生活道路における安全確保 

安全で安心な社会の実現を図るためには、自動車と比較して弱い立場にある

歩行者の安全を確保することが必要不可欠であり、特に、高齢者や子どもにと

って身近な道路の安全性を高めることがより一層求められている。 

このような情勢を踏まえ、人優先の考え方のもと、通学路、生活道路等にお

いて、歩道の整備等による歩行空間の確保など、歩行者の安全確保対策を推進

していく必要がある。 

一方、自転車については、自動車と衝突した場合には被害を受ける反面、歩



 

行者と衝突した場合には加害者となる可能性もあるため、それぞれの対策を講

じる必要がある。 

このため、地域における道路交通事情等を十分に踏まえ、今後は各地域の生

活道路を対象として、ゾーン３０* など生活道路における自動車の速度抑制を

図るための道路交通環境の整備、交通指導取締りの強化、安全な走行方法の普

及等の対策を講じるなど、総合的に交通安全対策を推進する。 

* ゾーン３０ 

生活道路における歩行者や自転車の安全な通行を確保するため、

生活道路が集中する区域をゾーンとして指定し、ゾーン内の最高

速度を時速３０ｋｍに規制するほか、ゾーン入口に路面表示の整

備を行い、自動車の速度や抜け道利用を抑制するもの。 

下松市では、平成２６年９月３０日から花岡地区と中央地区の

一部を、平成２９年３月２９日から清瀬町地区を「ゾーン３０」

に指定し、運用を開始している。 

 

路面表示 速度規制表示① 速度規制表示② 

   

 

（２）踏切道における交通安全対策 

踏切道にあっては、構造の改良、踏切保安設備の整備、交通規制、第４種踏切（踏

切警報機がなく踏切警標だけの踏切）の安全対策など、課題が残されていることから、

引き続き改善に向けＪＲに働きかけていく。 

また、高齢者等の歩行者対策など、それぞれの踏切の状況を踏まえ、効果的な対策

を推進する必要がある。 

 

 
踏切警標 

 


